
2F02 国家研究開発予算の 日米比較から 得られる示唆 

0 山本尚 利 ，寺本義也 ( 早大 ) 

1. 米国の国家技術戦略の 方向性 

米国連邦政府の 研究明 発 (R あ D) 予おは 図表 1 に示すよ う に、 民主党クリントン 政権 時 

代 末期であ る 幼 ㏄年には㏄ 7.7 億ドルであ ったが、 2 ㏄Ⅰ年に共和党プッシュ・ジュニア 

政権 が廷 生して国家 R あ D 予お ( 公的 寅 全の R&D 予お ) が急増し始め、 20 ㏄年には 1,319.7 

億ドルと、 クリントン政権 末期に比べて 約 1.6 倍も増加している。 ㏄年代、 クリントン 政 

権 時代はほ ほ 7 ㏄ 田 ㏄億ドルレベルの 横ばいで推移してきたが、 2 ㏄ 1 年、 共和党プッシ 

ュ 政権 に交代してから、 このように国家 R 桟 D 予算が急増している。 

図表Ⅰ 朱 Ⅰ 迅弗 政府 R&D 予笘 注 起工ネルギ一寸 干笘 050 舶を 
国防 系 とみなす。 
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さて米国連邦政府の 且 ゐ D 予算の展大の 侍 祐は 、 その 3 分の 2 が国防系であ る点であ る。 

この比率は中長期的にほ ほ 一定であ る。 ただプッシュ 政権 では R あ D 予算の屯 対額 が大幅に 

増加しているため、 拮果 的に国防系の R あ D 予算が㏄ 0 位ドル近くに 巨額化して、 ) る 。 

図表 1 より、 米国の国家扶 傭披 時の方向性はおよそ 諒み 取れ、 以下にまとめられる。 

(1) 深刻な財政危機にもかかわらず、 借金にて国家 R あ D 予算を大幅に 増やすことに ょ 

って国家主導で 米国の技 傭眈 与力の強化を 図っている。 

(2) 軍事、 枝エネルギー、 航空宇宙を含む 国防系 R あ D をもっとも重視している。 
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(3) 非国防系 R も D では 圧仮 的に医科学 ( ライフサイェンス 含む ) を重視している。 

(4) R あ D 投資の英用 対 効果を上げるため、 祐花的な R&D 予算配分ではなく、 「森沢と 

集中」を 倣底 させた 桟烙的 R あ D 予算配分となっている。 

2. 米国の国家Ⅰ 睡 D 予算の財源 

図表 2 に示すように 2001 年 以降、 プッシュ政権 はイラク 戟 争などの過剰田 * により 学 年 

度 で日本の税収規模 (4 ト ㏄兆円規 棋 ) の巨額財政赤字をもたらしている。 にもかかわらず、 図表Ⅰに示したよ う に国家 R&D 予算を急増させている。 つま り 

打 という借金によって 賄われていると 思われる。 

図表 2 

米田財政収支 
米国財政収支と 日本の外 寅 準備 萬 
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図表 2 に示すよ う に 、 2 ㏄Ⅰ 年 以降、 米国連邦政府の 財政悪化に反比例して、 日本政府の 

外貨準備高が 急増している。 この 車 集から推測されることは、 米国連邦政府の 財政悪化に 

よる米ドル 危杭 回達のための 日報の為替介入 ( ドル買い ) 、 それに 伴 9 日本の官民の 金Ⅱ 杭 

明による米国債の 買い支えを当て 込んで、 プッシュ政権 は国家 R&D 予算を急増させている 

のではないかということであ る。 

図表 3 によれば、 日本は 2 ㏄ 4 年末において 世界最大の米国債保有国であ る。 日本政府や 

都銀などの 朋 入する米国債は 郵便貯金や椅 男 保険や銀行預金など 日本国民の金 偉寅産 が原 

俺 となっている。 このことから 米国の国家 R も D 予算は端的に 言えば「日本国民の 預貯金」 

一 681 一 



など米国外交金からの 借金で賄われているとみなすことができる。 

図表 3 米ロ 何 保有ロシェア (%) 

m4 年末技 計 
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英田． 8.5 出所 : 米国財務省 
注記公的部門の 保有 比 準は 60 6% 

3. 国家 R 授 D 予算の日米比 校 

図表 4 に国家Ⅰ 地 D 予算の日米 此 故を示す。 米国の国家 R ゐ D 子 なは 2 ㏄ 5 年度 13 兆 1,970 

億円相当 (1 米ドル 1 ㏄ 円換お ) であ る。 一方、 日本の国家 R あ D 予算は 2m3 年度 3 兆 6,876 

億円であ る。 米国対日本の 国家 R 伎 D 予算の比率は 3.7 倍であ る。 ところで、 米国の GD 八国 

肉体生産 ) は 2 ㏄ 3 年度で 1,1 ㏄・ 4 兆円相当 (1 米ドル 100 円 換お ) であ るのに対し、 日本の 

GDP は同年度、 49705 兆円であ る。 米国対日本の GDP 比は 2.2 倍であ る。 そこで、 上記の 

米国の国家 R あ D 予算 13 兆 1,970 位 円 を基準 は 、 来日 GDP 比にスライドさせれば、 日本 

の国家 R あ D 予算の理想 億は 5 兆 9.715 億円となる。 しかし日米の 国家 R あ D 予算 比 故の視 

点から、 残俳ながら、 現行の国家 R も D 予算は理想 億 より 2 兆円以上も不足すると 言える。 

さて 20 世紀末、 産官学合計の R あ D 尭は米国が 28 兆円規 棋 で、 日本が 16 兆円規模であ 

り、 ( 注 1) その比は 1.8 倍と米 日 GDP 比にほ ほ 比例している。 このことは 戟 後日本の技術 

競争力の強化は 国家の公的立 と D 投五 よりも民間企業の R ゐ D 投寅に 依存してきたことを 物 

語っている。 ところで成功確率の 低いハイリスクの 先皓的 R あ D 投頁は 民問下金ではなく 国 

家 R あ D 予算という公的安全によって 賄 う ことは世界の 常 柑 であ るが、 図表 4 で一日瞭然の 

よ う に、 日本では公的交合 の R&D 投寅が 米国に比べて 祐里的に見劣りすることがわかる。 

米国の国家 R 億 D 予算は技手酌研究 寅金 として、 産官学の分け 旧てなく競争低位の 研究 杭曲 

に目 Ⅰされる。 一方、 日本の国家 R あ D 予算は米国に 比べてあ まりに少ない 上に、 競争的 田 
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用の比 串が 低く、 日本の産官学の 研究機関の活栓化に 寄与しているとは 言えない。 

4. 日本の国家技術 戟 晦への提言 

図表 4 に示した国家 R ゐ D 予 おの日米比 校 分析より、 以下に日本の 国家技術 我 時への示唆 

を 提言する。 
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作成 : 山本尚 利 

く 1 Ⅰ 米国連邦政府は 深刻な財政赤字にもかかわらず、 日本を含む他国から 借金してまで、 

国家の国 捺 競争力を左右する 生理的な科学技術分身への 国家 R&D 投 寅を大幅に増 

やしている。 そこで技術立国日本は 米国に見習い、 国家 R ゐ D 投 斉を国家 戟時 的に 

と 位宙 づけるべきであ る。 

(2)  日本は米国に 比べて、 防億 、 医科学、 航空宇宙、 ェ ネルギⅡ 安源 開発含む ) など 国 

益 に直結する科学技術分野のⅡ あ D 投安 が絶望的に不足している。 そこで日米の 国 

家 R も D 投寅 構造の比較分析を 行い、 日本の国家技術 我 時の抜本的見直しを 行うべ 

きであ る。 ただし米国の 後追いではない 日本独自の国家技術 戟時 が求められる。 

(3)  日本の国家 R 億 D 予算 ( 公的交合 ) は珪華 的 研究資金として、 産官学を問わず 競争力 

のあ る研究 杭 明に目尽し、 ハイリスクの 先弔的 R あ D を国家親柱 で 活性化すべきで 

あ る。 なお国家 R あ D 予 おを、 公営大学を含む 公的研究 臆曲 に無競争的に、 かっ 既 

得 権 益的にアプリオ リ に目角するのは 公的五金の国家 R あ D 投寅 における * 用材効 

果を高めることにならない。 

注 1 : 西尾灯前「日本の 産学連携システムの 構築」富士通総研、 マーカス・ エ バンス，セミナー : 戦略 的 

研究開発マネジメント、 2 ㏄ 1 年 11 月 19 日 
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